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（１）計画の背景 
  ◇平成７年に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ「建築物の耐震改修の促進に関する法律」
（以下「耐震改修促進法」という。）が制定されました。 

    ◇近年、大規模地震が頻発し、大地震が「いつ」「どこで」発生してもおかしくない状況にあると

の認識が広まってきています。 

    ◇これを受けて、各自治体による「耐震改修促進計画」の策定などを盛り込んだ耐震改修促進法

の改正が平成１７年１１月に行われました。 

（２）計画の目的 
◇市民が安全で安心した生活を送るために、住宅・建築物の計画的かつ効果的な耐震化を促進する

ことにより、地震による人的被害及び経済的被害の軽減を図ることを目的とします。 

（３）計画の位置づけ 

 
【国・北海道】 【小樽市】 

 

 

 

 

 

（４）計画期間 
◇国の基本方針及び北海道耐震改修促進計画との整合を図り、平成２１年度から平成２７年度まで

の７年間とします。 

１１    計計画画のの背背景景とと目目的的  
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２２    小小樽樽市市でで想想定定さされれるる地地震震にによよるる被被害害状状況況  

（１）小樽市における地震発生の概要 
◇近年、小樽市に被害を及ぼした主な地震は、平成５年の北海道南西沖地震と平成１５年の十勝沖

地震があります。 

（２）小樽市における地震の想定 
◇小樽市に大きな被害を及ぼす地震として、海溝型地震では「石狩地震」、内陸活断層による地震

では「増毛山地東縁断層帯の地震」、さらに「全国どこでも起こりうる直下の地震」の３つの地

震を想定します。 

（３）被害の予測 
◇想定した３つの地震のうち、小樽市において最も大きな影響を及ぼすと想定される「全国どこで

も起こりうる直下の地震」の地震規模と被害予測は以下のとおりとなります。 

 【全国どこでも起こりうる直下の地震】 

■震源：市内の直下 ■マグニチュード：６．９ ■最大震度：６強 
 

建築物（住家）被害予測：全壊：２，８７０棟（木造２，８０７棟・非木造６３棟） 
半壊：１０，４５５棟（木造１０，２１１棟・非木造２４４棟） 

 

人的被害予測：     死者：２９名 
負傷者数：１，９０４名 うち重傷者数：１３６名 



 

総数 61,050 戸 

耐震性を有する 

39,500戸 

耐震化率64.7% 

住 
 

宅 

（１）耐震化の現状と目標  

総数 64,300 戸

耐震性を有する 

48,600戸 

耐震化率75.6% 

現 状 平成２７年  平成２７年目標 

  総数 64,300 戸

耐震性を有する 

57,900戸 

耐震化率 

90% 

 

 

 

 
耐震化必要戸数 
57,900-48,600 
=9,300戸  

 
総数 232棟 

耐震性を有する 

199棟 

耐震化率85.8% 

総数 258棟 

耐震性を有する 

231棟 

耐震化率89.5% 

総数 258棟 

耐震性を有する 

232棟 

耐震化率 

90% 
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耐震化必要戸数 
232棟-231棟 
=1 棟 

 

 

◇小樽市の所有する建築物のうち、耐震改修促進法第６条第１号に掲げる規模・用途に該当する多

数の者が利用する建築物は１５７棟あり、そのうち耐震性が確認された棟数並びに耐震改修の実

施棟数の全体に占める割合（実数耐震化率）は約５９％となっています。耐震性が確認されてい

ない建築物は計画的に耐震診断を実施し、耐震化の必要な建築物については個々の状況に応じて、

建て替え、耐震補強など、計画的に耐震化が図られるよう努めます。 

  

 

 

３３    住住宅宅・・建建築築物物のの耐耐震震化化のの目目標標  

耐震性が不十分 

21,550戸 

(35.3%) 耐震性が不十分 

6,400戸(10%)
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耐震性が不十分 

33棟 

(14.2%) 
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耐震性が不十分 

27棟 

(10.5%) 
耐震性が不十分 

26棟(10%) 

 

（１）安心して耐震診断・改修を行える環境整備 

   

 

（２）住宅・建築物の地震防災対策に関する啓発・知識の普及 

４４    住住宅宅・・建建築築物物のの耐耐震震化化促促進進にに向向けけたた施施策策  

耐震診断・改修等に係る相談体制の充実 北海道や関係団体などと連携し、多様な相談に対応

耐震診断・改修等に係る情報提供の充実 パンフレット、小樽市ＨＰや広報おたるの活用

耐震診断・改修促進のための所有者への支援 戸建て住宅の無料耐震診断、補助制度創設などの検討

地震時における住宅・建築物の総合的な安全対策の推進 地震による二次的被害の防止に向けた是正の徹底

固定資産税額の減額措置に関する情報提供税 の 減 額 等 に 関 す る 情 報 提 供

 

 

地震防災マップの作成・公表 

地震防災対策普及パンフレット等の活用 

市民向けセミナー等の開催 

自主防災組織等の育成などの取り組み意識の醸成

リフォームセミナー・出前講座等による知識の普及

町内会等との連携 

パ ン フ レ ッ ト 等 の 配 布 に よ る 周 知

小樽市 HP で揺れやすさマップなどを公表



 

 

  

  

  

  

  

 

 

 

 

  

 

（１）耐震改修促進法 
   ◇特定建築物の所有者へ耐震性能向上の必要性や緊急性に応じて指導・助言を行うよう努めます。 

◇必要な耐震診断・耐震改修が行われないと認められ、指導に従わない場合は、建築物の所有者  

 に指示を行います。 

   ◇特定建築物の所有者が、市の指示に正当な理由なく従わない場合で必要があると認められると  

    きは、その旨を市のホームページ等で公表します。 

（２）建築基準法 
   ◇耐震改修促進法に基づく指導・助言、指示等を行ったにもかかわらず、必要な対策を取らず、 

    著しく保安上危険であると認められる場合などは、建築基準法に基づく勧告や命令を行うこと 

ができます。 

（３）所管行政庁との連携 
 ◇今後、北海道や他の所管行政庁と連携を図って指導等を進めていきます。 

５５    法法律律にに基基づづくく指指導導等等ににつついいてて  

 

６６    計計画画のの推推進進にに関関すするる事事項項  

 ◇市町村及び建築関係団体で構成する「（仮称）全道建築物等地震対策推進協議会」に参加し、本 

計画の推進を図ります。 

  ◇市の体制として関係部局による耐震改修促進会議を開催し、耐震化について取り組みます。 


